
平成24年経済センサス‐活動調査の概要

１．調査の目的

経済センサス‐活動調査は，我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の

実態を全国的及び地域別に明らかにするとともに，事業所及び企業を調査対象とする各種統

計調査の精度向上に資する母集団資料を得ることを目的として新たに創設された統計調査で

ある。

２．調査日

平成24年２月１日

３．調査対象

(1) 地域的範囲

全国（調査日現在において，東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋

沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以下同じ。）に関して原子力災

害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第28条第２項において読み替えて適用される災

害対策基本法（昭和36年法律第223号）第63条第１項の規定に基づく警戒区域又は原子力災

害対策本部により設定された計画的避難区域をその区域に含む調査区を除く。）

(2) 属性的範囲

調査は，日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち，以下に掲げる事業所並

びに国及び地方公共団体の事業所を除く事業所・企業（以下「調査事業所」という。）について

行った。

① 大分類Ａ－農業・林業に属する個人経営の事業所

② 大分類Ｂ－漁業に属する個人経営の事業所

③ 大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業のうち，小分類792－家事サービス業に属する

事業所

④ 大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）のうち，中分類96－外国公務に属する

事業所

４．調査の単位

原則として，単一の経営者が事業を営んでいる１区画の場所を１事業所とし，これを調査の

単位とした。単一の経営者が，異なる場所で事業を営んでいる場合は，それぞれの場所ごと

に，また，１区画の場所で異なる経営者が事業を営んでいる場合は，経営者が異なるごとに１

事業所とした。

なお，事業所としての取扱いに関し，以下に掲げるものについては，特例を設けた。

(1) 建設業 (2) 運輸業 (3) 学校



５．調査事項

【単独事業所調査票】

・全産業共通事項（単独事業所）

ア 名称及び電話番号

イ 所在地

ウ 経営組織（協同組合においては協同組合の種類）

エ 開設時期

オ 従業者数

カ 売上（収入）金額，費用総額及び費用内訳（協同組合においては経常収益，経常費用及

び費用内訳）

キ 事業別売上（収入）金額

ク 主な事業の内容

ケ 電子商取引の有無及び割合（個人経営及び法人のみ）

コ 設備投資の有無及び取得額（個人経営及び法人のみ）

サ 自家用自動車の保有台数（個人経営及び法人のみ）

シ 土地，建物の所有の有無（法人のみ）

ス 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ）

セ 決算月（会社のみ）

・産業別に調査する事項

① ＜農業，林業，漁業調査票＞ （略）

② ＜鉱業，採石業，砂利採取業調査票＞ （略）

③ ＜製造業調査票＞

ア 全産業共通事項（単独事業所）

イ 人件費及び人材派遣会社への支払額

ウ 原材料，燃料，電力の使用額，委託生産費，製造等に関連する外注費及び転売した商

品の仕入額

エ 有形固定資産

オ リース契約による契約額及び支払額

カ 製造品在庫額，半製品，仕掛品の価額及び原材料，燃料の在庫額

キ 製造品出荷額，在庫額等

ク 酒税，たばこ税，揮発油税及び地方揮発油税の合計額

ケ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合

コ 主要原材料名

サ 工業用地及び工業用水

シ 作業工程

④ ＜卸売業，小売業調査票（個人経営者用）＞ （略）

⑤ ＜卸売業，小売業調査票（法人・団体用）＞ （略）

⑥ ＜医療，福祉調査票＞ （略）

⑦ ＜学校教育調査票＞ （略）



⑧ ＜建設業，サービス関連産業Ａ調査票＞ （略）

⑨ ＜協同組合調査票＞ （略）

⑩ ＜サービス関連産業Ｂ調査票（個人経営者用）＞ （略）

⑪ ＜サービス関連産業Ｂ調査票（法人・団体用）＞ （略）

【産業共通調査票】

・全産業共通事項のみ

⑫ ＜産業共通調査票＞

ア 事業所の名称及び電話番号

イ 事業所の所在地

ウ 経営組織

エ 事業所の開設時期

オ 事業所の従業者数

カ 事業所の主な事業の内容

キ 本所・支所の別及び本所等の名称・所在地

ク 企業全体の売上（収入）金額，費用総額及び費用内訳

ケ 事業別売上（収入）金額

コ 電子商取引の有無及び割合（個人経営及び法人のみ）

サ 設備投資の有無及び取得額（個人経営及び法人のみ）

シ 自家用自動車の保有台数（個人経営及び法人のみ）

ス 土地，建物の所有の有無（法人のみ）

セ 商品売上原価（法人のみ）

ソ 移転及び名称変更の有無（法人のみ）

タ 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ）

チ 決算月（会社のみ）

ツ 企業全体の主な事業の内容（本所，本社，本店のみ）

テ 支所・支社・支店の数（本所，本社，本店のみ）

ト 企業全体の常用雇用者数（本所，本社，本店のみ）

【企業調査票】

・全産業共通事項（企業）

⑬ ＜企業調査票＞

ア 名称及び電話番号

イ 所在地

ウ 経営組織

エ 海外支所等の数及び海外支所等の常用雇用者数

オ 企業全体の主な事業の内容

カ 企業全体の売上（収入）金額，費用総額及び費用内訳

キ 企業全体の事業別売上（収入）金額

ク 電子商取引の有無及び割合

ケ 設備投資の有無及び取得額



コ 自家用自動車の保有台数

サ 土地，建物の所有の有無（法人のみ）

シ 商品売上原価（法人のみ）

ス 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ）

セ 決算月（会社のみ）

・産業別に調査する事項

⑭ ＜企業調査票（学校教育）＞ （略）

⑮ ＜企業調査票（建設業，サービス関連産業Ａ）＞ （略）

【事業所調査票】

・全産業共通事項（事業所）

ア 事業所の名称及び電話番号

イ 事業所の所在地

ウ 事業所の開設時期

エ 事業所の従業者数

オ 本所等か否か

カ 管理・補助的業務

・産業別に調査する事項

⑯＜農業，林業，漁業調査票＞ （略）

⑰＜鉱業，採石業，砂利採取業調査票＞ （略）

⑱＜製造業調査票＞

ア 全産業共通事項（事業所）

イ 主な事業の内容

ウ 事業所の売上（収入）金額

エ 事業別売上（収入）金額

オ 人件費及び人材派遣会社への支払額

カ 原材料，燃料，電力の使用額，委託生産費，製造等に関連する外注費及び転売した商

品の仕入額

キ 有形固定資産

ク リース契約による契約額及び支払額

ケ 製造品在庫額，半製品，仕掛品の価額及び原材料，燃料の在庫額

コ 製造品出荷額，在庫額等

サ 酒税，たばこ税，揮発油税及び地方揮発油税の合計額

シ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合

ス 主要原材料名

セ 工業用地及び工業用水

ソ 作業工程

⑲＜卸売業，小売業調査票＞ （略）

⑳＜医療，福祉調査票＞ （略）

㉑＜学校教育調査票＞ （略）

㉒＜建設業，サービス関連産業Ａ調査票＞ （略）

㉓＜協同組合調査票＞ （略）

㉔＜サービス関連産業Ｂ調査票＞ （略）



６．調査の方法

調査は「調査員調査」と「郵送調査及びオンライン調査」の２種類からなる。

(1) 調査員調査

単独事業所（ただし，(2)における特定の単独事業所を除く。）及び新設事業所については，

調査員が調査票の配布・回収を行った。または，調査員が調査票を配布し，市区町村が郵送

により回収を行った。

・総務省及び経済産業省－都道府県－市区町村－統計調査員－調査事業所

(2) 郵送調査及びオンライン調査

従業者数30人未満の複数事業所を有する企業の事業所については市区及び都道府県

が，従業者数30人以上の複数事業所を有する企業の事業所については総務省及び経済産

業省が，それぞれ本所事業所に対して郵送により調査票の配布・回収を行った。また，特定の

単独事業所及び新設事業所については，総務省及び経済産業省が，郵送により調査票の配

布・回収を行った。

なお，郵送調査の調査対象事業所のうち希望する事業所に対しては，オンラインにより調査

票の回収を行った。

ア 市区による調査

同一市区内に全事業所を有する従業者数30人未満の企業の事業所（ウに掲げるものを除

く。）

・総務省及び経済産業省－都道府県－市区－調査事業所

イ 都道府県による調査

同一都道府県内に本所及び支所となる事業所の大半を有する従業者数30人未満の企業

の事業所（ア及びウに掲げるものを除く。）

・総務省及び経済産業省－都道府県－調査事業所

ウ 総務省及び経済産業省による調査

複数の都道府県に本所及び支所となる事業所を有する企業の事業所，従業者数30人以

上の企業の事業所並びに総務大臣及び経済産業大臣が定めた事業所並びに東日本大震

災の影響により調査員調査の実施に大きな支障が生じている地域として総務大臣及び経済

産業大臣が定めた調査区内の単独事業所及び新設事業所

・総務省及び経済産業省－調査事業所


